
平成２７年度の事業計画 

①国の補助金を活用した充電インフラ整備の促進 
 

②次世代自動車普及促進人材育成事業による取組 

ユーザーへの情報発信に重点を置き、マインドの転換を図る 

資料２ 
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次世代自動車充電インフラ整備促進事業（H24補正→H26補正 変更概要） 

経済産業省 自動車課 H27.1 自治体向け説明資料抜粋 - 2 - 



次世代自動車普及促進人材育成事業（概要） 

●OJT 
 受託者と共に充電インフラの状況等を調査し、 
 県内事業者向けのセミナー及び長距離利用モニ 
 ター実証業務の助務 
●OFF-JT 
 講習会や研修会などでEV・PHV関連知識の蓄積 

フロー 

国補助金の利用者拡大 
※「次世代自動車充電インフラ整備促進事業」 
  H26年度補正予算 300億円(定額、2/3、1/2) 

EV・PHV長距離利用環境のPR 

県内EV・PHV普及台数の拡大 

・岐阜県における急速 
 充電器の設置状況 
 ※設置見込を含む 

・特定充電器から最寄 
 充電器までの距離が 
 20km未満となる見込 

目的 

■EV・PHVの普及に不可欠な充電インフラについて、多様な設置事例や設置に対する補助金利用方法を紹介すること 
 により整備を加速し、 EV・PHVの更なる普及を促進する。 
■EV・PHVの長距離利用モニター実証を通じて、EV・PHVの長距離利用に対する不安を払しょくする。 
■また、本事業を通じて育成した人材は、EV・PHV関連知識を活かし、自動車及び充電インフラの販売等その普及に 
 つながる業務への定着を図っていく。 

概要 

岐阜県のEV・PHV普及台数の推移
H21 H22 H23 H24 H25 H26.11

7 168 497 1,224 2,003 2,550

■充電インフラ設置に関するセミナーの実施  ■ EV・PHVの長距離利用モニター実証  ■ EV・PHV関連人材の育成 

岐阜県の急速充電器設置基数の推移
H22 H23 H24 H25 H27.1

6 17 21 32 85
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EV性能将来予測 

NEDO二次電池技術ロードマップ2013 より 

充電インフラ将来予測 
・2014のHV車を含む次世代自動車販売市場（世界）は
250万台であるが、 EVの性能向上及び世界的な環境規制
により、1,700万台まで拡大する見込みである 
 
・2014年の充電インフラ市場（世界）は400億円程度で
あるが、EVの性能向上及び2025年には4,000億円まで拡
大する見込みである 

（富士経済：「電動自動車関連市場の現状と予測」より） 

市場動向 

今後人材の不足が想定される！ 

次世代自動車普及促進人材育成事業（実施背景） 
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業務の流れ 

基礎調査 
 ・充電インフラの稼働状況調査および整理 
 ・県内大規模小売店舗等に関する情報の整理 
 ・長距離利用時の立寄りポイント整理 

充電インフラ拡大業務 
 ・充電インフラ設置に適した事業者向けセミナーを実施 
 

長距離利用モニター実証業務 
 ・長距離利用モニター実証地域（目的地エリア）の選定 
  〔下呂・高山＋α〕 
 ・旅行会社、観光協会など関係者との調整 

 ・夏、秋、冬の３回 
  〔パンフ1.5万、新聞掲載、鉄道車両掲載等により募集〕 
 ・適正距離、ルート、充電回数（利用限界）の分析 
 ・EV・PHV導入効果の算定 

EV・PHV及び充電イン
フラ等の関連商品販売
が可能な人材 
 ・自動車ディーラー 
 ・充電インフラメーカー etc 県内EV・PHV普及台数の拡大 

育成 
12ヶ月 

失業者４人 

OJT 
 

OFF-
JT 

データ活用 

長距離利用における実態の発信 
・県内イベント出展 ５回 （モニター結果のPR） 
・EV・PHV普及啓発用パンフレット作成（2,000部） 

直接的効果 
将来的効果 

次世代自動車普及促進人材育成事業（フロー） 
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